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機密性2
保険料率決定までの流れ（運営委員会・評議会スケジュール）
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機密性2
令和５年１０月に開催された各支部評議会での意見
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意見の提出状況並びに平均保険料率に対しての意見の概要

※保険料率の変更時期については、４月納付分（３月分）以外の意見はなし。

・いずれ保険料率１０％を維持できないというシミュレーション結果が示されているのであれば、そろそろ保険料率を上げる議論も始めていくべきではないか。

・保険料率の振れ幅が大きいと事業所の経営に影響が大きいため、保険料率は安定的に推移するようにすべきである。

・賃上げのシミュレーションを示しているが、中小企業の賃上げは過度に期待しないほうが良い。

・単年度収支が原則というのであれば、本来黒字が出れば保険料率を下げるべきだが、１０年先までのシミュレーション結果を示されると１０％維持という結論にしかな

らない。

・将来的には保険料率を上げる必要があると思うが、その議論をいつから始めるのか準備金残高などで目安を決めておくべきではないか。

・被保険者の立場からすると、１０％から保険料率を上げる場合は物価高のため経済的負担が大きく、健康保険制度への反発がないよう丁寧な説明をする必要がある。

【岐阜支部の個別意見】



機密性2
令和６年度都道府県単位保険料率について
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令和６年度都道府県単位保険料率のポイント

・全国平均保険料率は１０％に維持

・保険料率に反映するインセンティブ分の加算は０．０１％（全支部共通）

・４月納付分（３月分）の保険料より変更

参考：都道府県単位保険料率の算出方法

所得調整・年齢調整
保険料率は各支部の医療費を賄うために必要な料率（第１号保険料率：各支部毎に設定）と、現金給付費、高齢者医療制度への拠

出金などに必要な料率（第２号保険料率：全国共通）、業務経費などに必要な料率（第３号保険料率：全国共通）で構成されます。
全国一律ではなく都道府県毎に保険料率を設定する目的は、「医療費の地域差」を反映させることにありますが、「所得水準の違い
（所得調整）」、「年齢構成の違い（年齢調整）」については各支部間で財政調整を行います。

インセンティブ制度
平成３０年度から導入された制度で、協会けんぽ全支部の後期高齢者支援金に係る保険料率の中に、インセンティブ制度の財源と

なる保険料率（０．０１％）を設定し、「健診受診率」「ジェネリック医薬品使用割合」等の５つの評価指標について、支部ごとの
加入者及び事業主の行動等を評価します。成績の上位１５支部については得点数に応じた報奨金を付与して、２年後の保険料率を引
き下げます。

収支差の精算
保険料率を算出する際に使用する「総報酬額」「加入者数」「総医療給付費」などは、過去の実績を考慮し算出した「見込み」を

使用します。このため決算により発生した収支差を２年後の保険料率で精算します。（令和６年度保険料率は令和４年度保険料率の
収支差を精算します。）
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○ 都道府県単位保険料率では、年齢構成の高い県ほど医療費が高く、保険料率が高くなる。また、所得水準の低い県
ほど、同じ医療費でも保険料率が高くなる。このため、都道府県間で次のような年齢調整・所得調整を行う。

都道府県単位保険料率の設定イメージ
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都道府県単位保険料率（平成20年10月から）：年齢構成が高く、所得水準の低いA県の例

全
国
一
律
の
保
険
料
率

各都道府県の保健
事業等に要する保
険料分を合算

後期高齢者支援金
など全国一律で賦
課される保険料分
を合算

＋ ＋ ＋＋

地域差

所得水準を協会の平
均とした場合の保険
料収入額との差額を
調整

所得調整

年齢調整

年齢構成を協会の
平均とした場合の
医療費との差額を
調整

調
整
前
の
保
険
料
率

調
整
後
の
保
険
料
率(※

)
最
終
的
な
保
険
料
率

年齢調整・所得調整の
結果、都道府県ごとの
保険料率は、医療費の
地域差を反映した保険
料率となる。

Ａ県

前
々
年
度
の
精
算

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

Ａ県の保険料率

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

A

B

C D

共通保険料率

(※)災害等特殊事情についても、適切な調整を行う。
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調整前 ５．38％
(５．311％)

年齢調整 ０．０％
(０．０06％)

所得調整 ▲０．０9％
(▲０．０87％)

第１号
保険料率

５．30％
(５．23％)

第２号
保険料率
＜インセンティブ
加算分除く＞

3.94％
(4.104％)

第３号
保険料率
＜都道府県毎の
収支精算除く＞

０．68％
(０．558％)

収入等の率

＜全国一律＞

０．０2％
(０．０23％)

（令和４年度）
支部収支差
の精算

０．０3％
(０．０18％)

インセンティブ
制度の減算分

０．０16％
(０．０８5％)

令和６年度
岐阜支部
保険料率

９．９1％
（９．８0％）

所要
保険料率

９．90％
(９．８7％)

共通保険料率

第１号保険料率 ・・ 支部の医療費を賄うために必要な保険料率
第２号保険料率 ・・ 高齢者医療制度への拠出金、現金給付費 等
第３号保険料率 ・・ 業務・一般経費、準備金積み立て 等
収入等の率 ・・ 協会の雑収入等の見込みに係る保険料率
支部収支差の精算・・令和４年度の支部ごとの収支における収支差（地域差分）について精算。

収支差はプラスの場合は収入に加算、マイナスの場合は支出に加算（岐阜支部▲５５８百万円のため支出に加算）

全国平均
５．40％
(５．36％)

全国平均
１０.00％
(１０.00％)

全国一律
４．60％
(４．64％)

■料率の見込み

令和６年度岐阜支部保険料率
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所要
保険料率

９．90％
(９．８7％)

A+B C D

A+B
A B

( )は令和５年度

震災に伴う波及増の告示額が未確定（令和６年１月下旬に確定する予定）であること等から、現時点における暫定版

A

B

C



機密性2
これまでの健康保険料率の推移
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平均保険料率が10％となった平成24年度以降

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

岐阜支部 9.99 9.99 9.99 9.98 9.93 9.95 9.91 9.86 9.92 9.83 9.82 9.80 9.91

全国平均 10.00

9.99 9.99 9.99 
9.98 

9.93 

9.95 

9.91 

9.86 

9.92 

9.83 
9.82 

9.80 

9.91 

9.80

9.85

9.90

9.95

10.00

10.05

10.10

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

全国平均 岐阜支部

（％）

（年度）

協会けんぽが発足し、都道府県単位保険料率が導入されて以降、
岐阜支部の保険料率は全国平均を下回る状況が続いている
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令和５年度の都道府県単位保険料率一覧
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全国平均は10.00％であり、最高は佐賀県の10.51％、最低は新潟県の9.33％である。

北海道 10.29％ 石川県 9.66％ 岡山県 10.07％

青森県 9.79％ 福井県 9.91％ 広島県 9.92％

岩手県 9.77％ 山梨県 9.67％ 山口県 9.96％

宮城県 10.05％ 長野県 9.49％ 徳島県 10.25％

秋田県 9.86％ 岐阜県 9.80％ 香川県 10.23％

山形県 9.98％ 静岡県 9.75％ 愛媛県 10.01％

福島県 9.53％ 愛知県 10.01％ 高知県 10.10％

茨城県 9.73％ 三重県 9.81％ 福岡県 10.36％

栃木県 9.96％ 滋賀県 9.73％ 佐賀県 10.51％

群馬県 9.76％ 京都府 10.09％ 長崎県 10.21％

埼玉県 9.82％ 大阪府 10.29％ 熊本県 10.32％

千葉県 9.87％ 兵庫県 10.17％ 大分県 10.20％

東京都 10.00％ 奈良県 10.14％ 宮崎県 9.76％

神奈川県 10.02％ 和歌山県 9.94％ 鹿児島県 10.26％

新潟県 9.33％ 鳥取県 9.82％ 沖縄県 9.89％

富山県 9.57％ 島根県 10.26％
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(単位：億円)

R4（2022）年度 R5（2023）年度 R6（2024）年度

直近見込 政府予算案を踏まえた見込

(R5年12月) (R5年12月)

保険料収入 10,174 11,546 10,242 R4年度保険料率： 1.64%

国庫補助等 1 0 1 R5年度保険料率： 1.82%

その他 -                  -                  -                  R6年度保険料率： 1.60%

計 10,175 11,546 10,243

介護納付金 10,494 10,793 10,695

その他 43 0 0

計 10,537 10,793 10,695

▲ 362 753 ▲ 452

▲ 245 508 56

注) 端数整理のため、計数が整合しない場合がある。

収
入

備考
決算

支
出

⇒ ▲98

単年度収支差

準備金残高

納付金対前年度比

報告事項
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令和6年度協会けんぽの収支見込(介護分）について
※ 介護保険の保険料率については、単年度で収支が均衡するよう算出 ➢ １．６0%

（令和５年度末に見込まれる剰余分である準備金残高（508億円）も含めて収支均衡するよう算出）
※ 介護納付金については、前々年度（令和4年度）に納付した分のうち、実績に基づいて精算された際に発生
する協会けんぽへの返還額（１，837億円）の影響により、前年度比▲98億円となった

令和６年度介護保険料率

協会けんぽの収支見込（介護分）
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参考
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健康保険・介護保険料率

健康保険料率 介護保険料率 合計

令和６年度 9.91％ 1.60％ 11.51％

令和５年度 9.80％ 1.82％ 11.62％

健康保険料額 介護保険料額 合計

令和６年度 29,730円 4,800円 34,530円

令和５年度 29,400円 5,460円 34,860円

前年度との差 330円 ｰ660円 -330円

標準報酬月額300,000円の被保険者の健康保険・介護保険料月額

※実際には事業主と被保険者で折半となるため、被保険者の負担額は半額となります。

介護保険料は40歳以上からかかります。


